
平成２８年１２月定例県議会 知事提案説明要旨 

 
 

このたびの定例県議会に提案をいたしました諸議案のご説明を申し上げるに先立ちまし

て、三笠宮崇仁親王殿下の薨去につきまして、謹んで哀悼の意を表しますとともに、心から

ご冥福をお祈り申し上げます。 

 また、１０月２１日に発生した鳥取県中部を震源とする地震では、多数の家屋が損壊する

など、大きな被害が発生いたしました。被害を受けられました方々に心からお見舞い申し上

げますとともに、一刻も早く被災地域の皆様が元どおりの生活に戻れますよう願っており

ます。 

 

 それでは、県政を取り巻く最近の状況について申し述べ、議員の皆様方のご理解とご協力

をお願い申し上げたいと思います。 

 

 はじめに、最近の政治・経済情勢についてであります。 

 １１月に行われたアメリカ大統領選挙においては、ドナルド・トランプ氏が次期大統領と

して選出されました。まずは、トランプ氏の勝利にお祝いを申し上げたいと存じますが、併

せて、今後の政策・動向等をしっかりと注視してまいります。 

 日本とアメリカは、戦後７０年以上にわたり、人類普遍の価値観である自由と民主主義の

理念を共有する強固な日米関係、日米同盟を構築してきており、経済関係を始め、様々なパ

イプ・ルートで強い結びつきを持っております。 

 世界をリードするトップ・ツー、先進国、民主主義国のトップ･ツーなので、この関係が

変わることはなく、アメリカにとっても、日本にとっても、日米同盟が世界の安定に貢献し

ている「アンカー」であるという、その重み、意義、価値は変わらないと考えます。 

 今後、来年の新政権発足に向けて、政権人事・具体の政策の発表がなされていくと思われ

ます。グローバル化が一層進展する中、世界経済・金融資本市場の動向の重要性がいよいよ

増しています。愛知県及び中部地域は、日本経済の屋台骨であり、自動車始め、輸出型の製

造業が集積している地域でありますので、アメリカが今後どのような政策をとっていくの

か、アメリカ・世界経済の動向とも密接に関連する本県としても、しっかりと動向を注視し

てまいります。 

 また、愛知県は、今年、テキサス州、ワシントン州と友好協力協定を締結しました。まさ

に、両州はアメリカの成長を担っている地域であり、そうした友好関係を大事にして、私ど

もとしても、日米関係、経済関係の強化に引き続き取り組んでまいりたいと考えております。 

 

 次に、来年度の予算編成についてであります。 

 来年度の県税収入は、来年３月期の上場企業の業績予想について、県内の主要企業が大幅



な減益に転じる見込みであり、全体的にも減速が見込まれていることに加え、法人事業税の

外形標準課税が再拡大された影響により、法人二税収入の減収が見込まれ、厳しいものにな

らざるを得ないと考えられます。 

 一方、歳出面においては、扶助費などの義務的経費は、依然として確実な増加が見込まれ

ますことから、来年度は、多額の収支不足が見込まれ、これまで以上に困難な財政運営を余

儀なくされると考えられます。 

 このように、厳しい環境の中での予算編成となりますので、財源の確保とともに、徹底し

た歳出の抑制に取り組み、真に必要な分野に、限られた財源を重点的かつ効率的に配分する

ことを基本に、メリハリのついた予算編成をしてまいりたいと考えております。 

 

 次に、国際連携の推進についてであります。 

 先ほど申し上げましたとおり、４月のテキサス州に続き、１０月１８日に、本県とワシン

トン州との「友好交流及び相互協力に関する覚書」、県営名古屋空港とモーゼスレイク市に

あるグラント・カウンティ国際空港との「姉妹空港提携」をそれぞれ締結いたしました。 

 ワシントン州は、ボーイング社等が立地する世界最大級の航空機産業の集積地であり、ま

た、ＭＲＪの開発を行う三菱航空機株式会社は、グラント・カウンティ国際空港において、

１０月からＭＲＪの試験飛行を本格的に行っており、本県とたいへん関わりの強い地域で

あります。 

 今回の取組を契機に、航空宇宙産業を始めとする経済分野に加え、教育、文化、人材育成

など幅広い分野において連携・交流を深め、両地域のさらなる発展につなげてまいりたいと

考えております。 

 

 次に、「名古屋コーチンの日」についてであります。 

 名古屋コーチンは、本県が誇るブランド地鶏であり、その歴史は古く、明治３８年３月１

０日、我が国初の実用品種として公式に認定されました。 

 このような歴史的背景について関心を持っていただき、もっと多くの方に名古屋コーチ

ンを食べていただくきっかけとなるよう、毎年３月１０日を「名古屋コーチンの日」とする

こととし、日本記念日協会から登録証をいただきました。 

 地鶏で公式に記念日を定めるのは、名古屋コーチンが全国で初めてであり、今後は、３月

１０日の記念日に向けたイベントを実施するなど、引き続き、「キング オブ 地鶏」名古

屋コーチンのＰＲや消費拡大に取り組んでまいります。 

 

 次に、「第２０回アジア競技大会」についてであります。 

 １０月２１日、県議会の皆様や名古屋市長、名古屋市議会、経済界の方々とともに、安倍

内閣総理大臣を訪問し、アジア競技大会の開催が決定したことを報告し、支援の要請もいた

しました。 



 安倍総理からは、「２０２６年アジア競技大会は、東京オリンピック・パラリンピックの

次の大きな目標となるので、日本全体でしっかり応援していく。ぜひ成功させていきたい。」

との力強い発言がありました。 

 そして、大会の開催準備を着実に推進していくため、１１月１６日に、名古屋市とともに

「アジア競技大会愛知・名古屋合同準備会」を立ち上げました。 

 今後は、この合同準備会におきまして、開催都市契約の締結に向けた課題の検討や調整、

大会運営を担う組織委員会の設立準備などをしっかりと進めてまいります。 

 

 次に、観光振興についてであります。 

 昨年度に引き続き、愛知県出身の松平健氏を起用した観光ＰＲキャンペーン「モノスゴ愛

知でマツケン」を１０月３日から開始し、ＷＥＢ動画を始め、首都圏、関西圏の鉄道駅での

デジタル広告、屋外大型ビジョンで愛知のＰＲなどを行っております。 

 また、本県の観光資源の魅力を海外へ発信するとともに、旅行商品造成を促進するため、

訪日旅行者数の増加率が高い中国やアジア各国の旅行事業者やメディア関係者を集め、県

内観光地の視察や商談会を実施しました。県内の多くの観光事業者にもご参加いただき、地

域を挙げて、本県の魅力を大いにＰＲすることができました。 

 今後も、国内外に向けた戦略的な情報発信を行うなど、より一層の観光振興に取り組んで

まいります。 

 

 次に、「山・鉾・屋台行事」のユネスコ無形文化遺産への登録についてであります。 

 １１月２８日からエチオピアで開催されておりますユネスコの政府間委員会において、

日本が申請した「山・鉾・屋台行事」の無形文化遺産登録が、日本時間の今朝午前２時に決

議されました。 

 「山・鉾・屋台行事」は、国指定重要無形民俗文化財である３３件の山車まつりで構成さ

れており、このうち本県には「尾張津島天王祭（おわりつしまてんのうまつり）の車楽舟行

事（だんじりぶねぎょうじ）」、「知立の山車文楽（だしぶんらく）とからくり」、「犬山祭の

車山（やま）行事」、「亀崎潮干祭（かめざきしおひまつり）の山車（だし）行事」、「須成祭

（すなりまつり）の車楽船行事（だんじりぶねぎょうじ）と神葭流し（みよしながし）」の、

全国最多となる５件の山車まつりが所在しています。 

 愛知を代表する伝統文化である山車まつりが登録されたことは、県民として大いに誇り

に思うところであり、これまで保存・継承してこられた「祭人」の皆様の気概や思い入れを

考えると喜びもひとしおであります。 

 今後も、愛知の山車まつりの魅力を発信していくとともに、その魅力を体感していただく

など、観光集客に結び付けていく仕掛けづくりに、保存団体や関係市町の皆様と一緒になっ

て取り組んでまいります。 

 



 「芸術･アートの年」の先陣を飾った「あいちトリエンナーレ２０１６」が閉幕して１か

月余りが経過いたしました。 

 ３回目となる今回は、「虹のキャラヴァンサライ 創造する人間の旅」をテーマに、８月１

１日から１０月２３日までの７４日間にわたって開催いたしましたところ、約６０万２千

人という多くの方にご来場をいただきました。 

 ここに改めて、議員の皆様並びに県民の皆様を始め、地元経済界、関係機関、ボランティ

アの皆様、さらにはご参加、ご協力いただきましたすべての方々に心からお礼を申し上げる

次第であります。 

 今回のトリエンナーレでは、前回の名古屋、岡崎から新たに豊橋にも開催エリアを拡大し、

さらなる広域展開を図りました。また、これまで国内であまり紹介されてこなかった中東や

中南米の作品のほか、来場者が参加・体験できる屋外での大規模作品など、見応えのある作

品を数多く紹介することができ、来場者の方々に現代アートの持つ魅力や迫力、多様性を感

じていただき、大きな成果を上げることができたと思っております。 

 また、トリエンナーレに続いて１０月２９日に開幕いたしました「第３１回国民文化祭・

あいち２０１６」につきましては、これまで県内の全市町村において、音楽、美術、伝統芸

能など、地域の特色を生かした文化イベントが繰り広げられ、多くの方々にお越しいただい

ております。１２月３日の閉幕まで、引き続き多くの方々に愛知の文化を堪能していただき

たいと思います。 

 さらに、「第１６回全国障害者芸術・文化祭あいち大会」が間もなく開幕いたします。今

回の大会は、紹介作品展や過去最大約８００点の全国公募作品展、大会独自のプロデュース

舞台である「親指王子」の上演など、見どころも盛りだくさんとなっております。私も、障

害のある子どもたちと書道作品を協同して制作したり、舞台発表の練習へ激励に訪れるな

どしてまいりましたので、目前に迫った開幕を心待ちにしております。 

 ２０１６年、「芸術・アートの年」の最後を飾る大会として、多くの方にご来場いただき、

皆様の心に残る大会となるよう、大いに盛り上げてまいります。 

 

 次に、技能五輪全国大会及び全国アビリンピックについてであります。 

 本県では、モノづくり愛知として技能振興と産業人材育成の取組の定着を図るため、２０

１９年度に技能五輪全国大会を、２０２０年度には技能五輪全国大会・全国アビリンピック

を連続で開催いたします。さらに、２０２３年の技能五輪国際大会の本県招致に向けた取組

を進めているところであります。 

 こうした中、１０月に山形県で開催された技能五輪全国大会では、本県選手団は、１１職

種１２名の金賞を始め、合計で２５職種８９名が受賞し、１２年連続で最優秀技能選手団賞

を受賞しました。 

 また､全国アビリンピックにおいても､２種目２名の金賞を始め､１０種目１０名が入賞

し、３大会連続でメダル獲得数全国１位に輝くなど、本県の選手が素晴らしい成績を収めま



した。 

 本県では、中小企業で働く若者を対象とした「町工場技能者コンクール」を開催するとと

もに、１１月１９日、２０日の２日間、名古屋市内において、小中学生を対象とした少年少

女技能大会「アイチータ杯」を新たに開催し、若年層の技能尊重機運の醸成にも取り組んで

おります。 

 今後も、技能五輪・アビリンピック等の開催を通じて、モノづくりへの関心を高め、「産

業首都あいち」を支える人材の育成にしっかりと取り組んでまいります。 

 

 次に、地震防災対策についてであります。 

１１月２２日に、福島県沖を震源とするマグニチュード７．４の地震が発生しました。この

地震は、平成２３年東北地方太平洋沖地震の余震と見られており、引き続き警戒が必要とさ

れています。 

 こうしたことをみても、県民の皆様が日頃から地震防災対策に関する知識を身につけ、災

害に対する備えを心がけていただくことは、たいへん重要なことであります。 

 このため、１１月６日には、弥富市におきまして、津波からの避難に重点を置いた「愛知

県・弥富市津波・地震防災訓練」を行い、その中で、岐阜県、三重県及び名古屋市と連携し、

県境を越える広域避難訓練を初めて実施いたしました。 

 さらに、１１月１３日には、愛・地球博記念公園において、地域防災力の向上を目指す「あ

いち防災フェスタ」などを開催しました。 

 これらの取組を通じて、県民の皆様の防災意識を高めるとともに、国、関係自治体、防災

関係機関等との連携強化を図り、引き続き地震防災対策に取り組んでまいります。 

 

 次に、自動車諸税の見直しについてであります。 

 私は、知事に就任した平成２３年以来、関係する自治体と連携し、自動車税制の抜本的見

直しに取り組んでまいりました。 

 その結果、昨年度の与党税制改正大綱においては、自動車取得税の廃止等、自動車ユーザ

ーの負担軽減につながる抜本的見直しの方向性が示されたものの、消費税率の１０％への

引上げ時期が延期されたこともあり、真の負担軽減が実現するかどうかは、今後の議論に委

ねられることとなりました。 

 このため、本年も、１１県知事２市長の連名で、「平成２９年度税制改正において自動車

諸税の抜本的見直しを求める緊急声明」を取りまとめ、１１月８日と９日に、政府・与党に

対し働きかけを行ってまいりました。 

 日本経済の柱であり、地方の産業と雇用を支える自動車産業は、国内販売の低迷や、海外

経済の不確実性の高まり等により、その環境は厳しい状況が続いております。 

 日本経済の「稼ぐ力」の回復を目指し、デフレからの完全な脱却と持続的な経済成長、地

方創生の実現に向けて、今後も引き続き、自動車諸税の抜本的見直しを、機会をとらえて訴



えてまいります。 

 

 次に、国家戦略特区についてであります。 

 本県の国家戦略特区につきましては、日本初の有料道路コンセッションが１０月からス

タートしたほか、愛知総合工科高等学校の専攻科について、来年４月からの公設民営化を実

施すべく準備を進めるなど、具体的な取組を着実に推進しているところであります。 

 こうした中、１１月１４日に、新たに２つの規制改革事項を国に提案いたしました。 

 １つ目が、「医療ツーリズムの推進のための医療滞在ビザの早期発給」であります。早期

に日本で治療を必要とする外国人について、医療滞在ビザの申請から発給までの期間を短

縮し、愛知の優れた医療を迅速に提供する機会を拡大しようとするものであります。 

 ２つ目は、「農業分野の外国人材の受入れ」であります。農業従事者の高齢化や人材不足

が深刻化する中、施設園芸等を中心とした本県の農業に、一定の経験と知識・技能を兼ね備

えた人材を受け入れることにより、「強い農業」の実現を目指すものであります。 

 今後も、この国家戦略特区を活用し、我が国随一の成長産業・先端技術の中枢拠点の形成

と、総合的な規制・制度改革の実現に向け、引き続き全力で取り組んでまいります。 

 

 次に、愛知県スポーツ顕彰・障害者スポーツ顕彰についてであります。 

 ８月から９月にかけて開催されましたリオデジャネイロオリンピック・パラリンピック

に出場した本県ゆかりの選手の活躍は、記憶に新しいところであり、その健闘ぶりは、愛知

県民として誇りに思うところであります。 

 そこで、１１月１６日に、日本選手団主将として重責を果たされた吉田沙保里選手､大会

４連覇を見事に果たされた伊調馨選手を始め､オリンピックにおいて優秀な成績を収めら

れた選手３７名とコーチ２名の３９名の方々、また、パラリンピックにおいて素晴らしい活

躍をされた７名の選手の方々を表彰いたしました。 

 ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックにおいても、本県ゆかりの選手が大いに

活躍されるよう、今後も、しっかりと応援してまいりたいと考えております。 

 

 次に、愛知県学術顕彰についてであります。 

 今年のノーベル生理学・医学賞において、東京工業大学の大隅良典栄誉教授が受賞される

こととなり、３年連続の日本人の受賞は、私たちに大きな喜びをもたらしました。 

 大隅栄誉教授におかれては、平成８年から１３年間にわたる岡崎国立共同研究機構（現 

自然科学研究機構）基礎生物学研究所での研究を始め、長年にわたるオートファジーに関す

る研究活動の成果が世界に高く評価され、この度の受賞につながったものであります。 

 現在、愛知県内で学術研究に携わっておられる方々を始め、次代を担う若者に勇気を与え

る受賞でありますので、大隅栄誉教授には「愛知県学術顕彰」をお贈りし、その栄誉を称え、

改めて県民の皆様とともに、ノーベル賞受賞の喜びを分かち合い、お祝い申し上げたいと思



います。 

 

 次に、交通安全対策の推進についてであります。 

 本県では、年初から様々な交通安全対策を実施してまいりましたが、５月末以降、交通事

故死者数が全国ワースト１位という、たいへん厳しい状況となっています。 

 このため、本日からの「年末の交通安全県民運動」において、飲酒運転の根絶、子どもや

高齢者の交通事故防止などを重点に掲げ、県民総ぐるみの取組を積極的に展開してまいり

ますが、さらに、県民の皆様に対して、今日の午後、「交通安全年末緊急アピール」を行う

ことといたしました。 

 現下のたいへん厳しい交通事故情勢に対する県民の皆様のご理解とご協力を得て、年末

まで、県、県警察、関係機関等が全力を挙げて取り組んでまいります。県民の皆様におかれ

ましては、悲惨な交通事故による犠牲者を一人でも少なくするため、人命の尊重を最優先に、

交通ルールを遵守し、安全行動に心がけていただきますよう、強くお願い申し上げます。 

 また、これまでに、自動車運転中にスマートフォン向けゲームアプリを利用したことが原

因の交通死亡事故が全国で３件、うち本県で２件発生しています。運転中にスマートフォン

等を操作することは、道路交通法で定める運転者の注意義務を遵守しないばかりか、これを

意識的に果たさないものであり、きわめて悪質な行為と考えております。今後、二度とこう

した悲惨な交通事故を発生させないため、車両運転中の「ながらスマホ」行為に対する罰則

の強化、交通安全教育や広報の拡充等を内容とする対策強化を国に対して強く要請してい

るところであり、さらに、明日２日上京し、松本国家公安委員長、金田法務大臣にも強く要

請することとしております。なお、その際、一宮市内の交通事故で亡くなられた児童の親御

さんと一宮市長にも同行いただくこととしております。 

 県議会の皆様におかれても、こうした「ながらスマホ」対策及び交通安全対策の強化につ

いて、ご理解、ご支援の程、よろしくお願いいたします。 

 

 それでは、今回提案をいたしております補正予算案及びその他の議案につきまして、その

概要を申し上げたいと思います。 

 まず、補正予算案についてであります。 

 補正予算の総額は、２０９億１，９７７万余円でございまして、会計別では、一般会計で

２０７億８１５万余円、特別会計で１，２０２万余円、企業会計で１億９，９５９万余円で

あります。 

 補正予算案の主な内容でございますが、まず、国の補正予算関連事業費であります｡国の

経済対策として､平成２８年度補正予算が１０月１１日に成立したことから、土地改良、農

地防災事業や、道路、港湾の整備などの公共事業のほか、防犯対策の強化を図るための児童

養護施設、障害者支援施設等に対する助成や、産地パワーアップ、抹茶の輸出拡大、畜産ク

ラスター、次世代林業基盤づくり、水産物の鮮度向上等県産農林水産物の競争力強化のため



の施設整備への助成などを行ってまいります。 

 次に、オレンジタウン構想調査費であります。 

 本県は、「２１世紀の高齢化社会への対応」のために、昭和６２年に「あいち健康の森基

本構想」を策定いたしました。この構想をもとに、大府市、東浦町にまたがる約９０ヘクタ

ールのエリアに、国立長寿医療研究センターやあいち健康の森健康科学総合センターなど

様々な施設が整備されてきたところです。その後、構想策定時の想定よりも高齢化が急速に

進行する中、認知症高齢者が特に増えてきており、認知症対策が喫緊の課題となってまいり

ました。国においても、世界・欧米先進国においても、認知症対策が課題とされており、今

後の認知症施策の方向性として、地域ぐるみの対策が必要だと認識されています。そこで、

保健・医療・福祉の専門機関が集積するあいち健康の森とその周辺地域が一体となり、「認

知症に理解の深いまちづくり」の先進的なモデル（オレンジタウン構想）を目指すこととし、

そのために必要な調査を行ってまいります。 

 次に、あいち航空ミュージアム整備費であります。 

 現在、県営名古屋空港で整備を進めております「あいち航空ミュージアム」のコンセプト

は、「航空機産業の情報発信」、「航空機産業をベースとした産業観光の強化」、「次代の航空

機産業を担う人材育成の推進」であります。このコンセプトを踏まえ、来場者が航空機の歴

史や仕組み等を見学・学習できる展示コンテンツを製作してまいります。  具体的には、

大型のシアターを設け、この地域の航空機産業の歴史を交えて、航空機の歴史と発展を伝え

ていきたいと考えております。また、サイエンスラボとして、小・中学生の社会見学にも対

応した航空教室や工作教室を開催し、航空機の飛ぶ仕組みに触れて、考え、学ぶ場所を設け

ます。さらに、実機展示として､ＹＳ－１１､ＭＵ－２､ＭＵ－３００､ＭＨ－２０００の展示

を予定しています。これら４機は、すべて愛知県で開発された機体です。また、将来的には、

ＭＲＪ飛行試験機を展示したいと考えています。 

 平成２９年１１月３０日のミュージアム開館に向けまして、来年３月末にはコンテンツ

の製作に着手したいと考えております。 

 次に、ＰＦＩ導入による運転免許試験場の整備についてであります。 

 名古屋市天白区平針の運転免許試験場につきましては、年間７０万人を超える県民の

方々が来場される施設であり、名古屋市内及びその周辺地域の免許更新等の拠点となって

いますが、昭和４０年３月の建築で老朽化が進んでおります。このため、現有施設について、

運転免許試験場と運転者講習センターを合築し、発着場、車庫、技能試験コース、駐車場に

ついても統合集約を図り、ＰＦＩによる整備・維持管理を行うものであります。ＰＦＩの事

業範囲は、施設の設計・建設工事、維持管理とし、事業期間は、平成２９年１０月から平成

４７年３月までの１７．５年間といたします。 

 このほか、人事委員会勧告を踏まえて実施する職員の給与改定に要する経費についても

計上したところであります。 

 



 次に、補正予算案以外の議案についてであります。 

 今回提案をいたしております案件は、条例関係議案が１１件、その他の議案が１８件でご

ざいます。 

 主な案件について、ご説明申し上げます。 

 まず、条例関係議案のうち、愛知県国際展示場条例の制定についてであります。 

 平成３１年秋に開業予定の大規模展示場につきましては、展示会業界では１、２年前から

展示会の概要を決定することが通例であり、できる限り早く運営事業者を決め、利用料金を

示す必要があることから、展示場設置の目的、業務の範囲、運営方法、使用料等を定めるも

のであります。  この施設にはできるだけ多くの展示会等を呼び込み、活発な交流が生み

出される、競争力を備えた施設として活用するため、公共施設等運営権制度（いわゆるコン

セッション方式）を活用してまいります。これにより自由度の高い料金設定と長期の事業期

間とすることが可能となり、民間の創意工夫と経営感覚を生かした運営が可能となります。  

また、使用料は、首都圏、大阪の主要展示場と比べて低く設定しつつ、他施設の稼働率を勘

案し、現実的と考えられる稼働率で収支均衡できる料金といたしました。 

 来年度早々に実施方針を公表し、年度の後半には、優先交渉権者を選定してまいりたいと

考えております。 

 次に、職員の給与に関する条例等の一部改正についてであります。  これは、１０月１

１日に、人事委員会から職員の給与等に関する報告及び勧告を受けまして、一般職員の月例

給及び期末・勤勉手当について、民間給与との較差の解消を図ることを基本として勧告どお

りの内容で実施するものなどでございます。 

 次に、愛知県教育委員会教育長給与条例等の一部改正につきましては、国に準じまして、

特別職の期末手当の支給割合を引き上げるものでございます。 

 次に、その他の議案のうち、人事案件でございますが、収用委員会の委員の任期満了に伴

い、その後任者を選任するものでございます。 

 

 以上、提案をいたしております案件の主なものにつきまして、その概要をご説明申し上げ

ましたが、詳細につきましては、議事の進行に伴いましてご説明を申し上げたいと存じます。 

 どうかよろしくご審議の上、適切なご議決を賜りますよう、お願いを申し上げます。 


